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■ 東日本大震災から 9 ヶ月・・・ ■ 
 

「生きていて、よかった」 

支援物資が 3 日に 1 度しか届かなかった小規模避難所で、届いたマグロ缶を見て涙ぐむ 60 代男性漁師 

（宮城県南三陸町、2011 年 5 月） 

 

「最高にキモチいい」 

被災以来 3 週間ぶりに Civic Force が設営したお風呂に入った 80 代男性 

（宮城県南三陸町、2011 年 4 月） 

 

「国道と同じ。これ (大型カーフェリー) がないと大島はどうしようもない」 

46 日ぶりに東北最大級の有人離島「大島」に生命線が復活。第一便に乗船する 60 代女性 

（宮城県気仙沼市、2011 年 4 月） 

 

「いつまでも被災者ではいられない」 

若者たちがひたむきにボランティアに打ち込む姿をみて産業復興に立ち上がる 40 代旅館女将 

（宮城県気仙沼市大島、2011 年 5 月） 

 

「外って、こんなに平和なんですね」 

心穏やかでない日々を送ってきた 30 代女性－パートナーNPO の心のケア事業にて 

（岩手県大船渡市、2011 年 6 月） 

 

「ゆっくり休むことができる。医療安全にもつながる」 

避難所で暮らしながら日夜医療業務に従事する 40 代看護師が仮眠用トレーラーハウスを利用して 

（宮城県南三陸町、2011 年 6 月） 

 

「頑張ればできる、ということを見せたい」 

新しい地域経済の創生を目指して伝統工芸復活を期す 60 代男性 

（宮城県石巻市、2011 年 9 月） 

 

「社内にいては何も分からない。外に出て向き合う勇気は、何にもかえがたい」 

がれき撤去を手伝った 30 代男性会社員－複数の大手企業が継続的に社員ボランティア派遣する 

（宮城県気仙沼市大島、2011 年 9 月） 

 

災害支援のプロフェッショナル 

 

 

私たちの使命は、あらゆる被災者のニーズに応えられるよう、被災者一人ひとりの視点を最大限重視し、 

企業・政府・行政・地域とも連携し、かつてないスピードで質の高い支援を提供することです。 

写真 

マンスリー・レポート vol.9  
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2011 年の終わりに 

Civic Force の東日本大震災支援を振り返る  
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■ Civic Force の東日本大震災支援活動 ■ 
 

Civic Force は、3 月 11 日の大震災発生直後から始動。同日中に、連携する静岡県袋井市の倉庫から支援物資

を都内に向けて移送するとともに、企業各社への呼びかけを開始し、翌 3 月 12 日には、パートナーNPO や行

政とともに訓練をしてきたチャーターヘリで被災地に入りました。これまでの支援活動をご報告します。 

■支援事業一覧（時系列） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■支援事業の内容と成果 
 

緊急支援物資の大規模調達・配送事業（11 年 3月～5月末） 

体育館などに避難する被災者の生活を支えるため、企業140社以上と連携して食料88万食、

衣料 18 万点のほか、防寒具・生活用品等、計 540 品目 380 トンの支援物資を大量に調達・

配送しました。ヘリのほか、4 トントラック 10 台を毎日運行して三陸地域を中心に 5 市町村

の集積基地や小規模避難所にも輸送。食品には栄養士の指導も勘案しました。 
 

手作り風呂設営・運営事業（11 年 3月～7月末） 

集団避難生活において、感染症予防のためにも、精神衛生的にも、入浴は欠かせません。電

気・ガス・水道の被害が特に大きい南三陸町に、資材と大工ボランティアを派遣し、地元大

工とともに手作り風呂を 6 カ所に設営。地元の皆さんと一緒に運営し、延べ約 2 万人が利用

しました。この事業は、ライフラインの復旧にあわせて 7 月に終了しました。 
 

大型カーフェリー就航事業（11 年 4月～継続中） 

3,000 人以上が暮らす東北地方最大級の有人離島「大島」（気仙沼市）は、“海の国道”であ

るカーフェリーが生命線。陸に打ち上げられた既存フェリーの替わりに、広島からカーフェ

リーの無償提供を受け 46 日ぶりに就航。支援物資や復旧関係車両、生活車両が行き来して、

復旧が加速。当初 3 カ月で延べ 10 万人、車両 2 万台が利用しました。 
 

トレーラー／コンテナハウス事業（11 年 6月～継続中） 

耐震型の可動式居住空間としてトレーラーハウスとコンテナハウスを 20 台ずつ、気仙沼市

大島のボランティア団体と南三陸町に無償で貸不。自らも避難生活を送りながら、日夜復

旧・復興に働く医療・警察・消防・行政関係者の休憩スペースや、行政が設置するまで手の

まわっていない公民館など、人が集う場として使用されています。 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

2011 2012

緊急支援

避難生活
の改善

復旧支援

復興支援

緊急支援

避難生活
の改善

復旧支援

復興支援

手作り風呂設営・運営事業

大型カーフェリー就航事業

NPOパートナー協働事業

緊急支援物資の大規模調達・配送事業

トレーラー／コンテナハウス事業

産業復興支援事業

準備

準備

準備

企業ボランティア派遣事業準備
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NPO パートナー協働事業（11 年 4月～継続中） 

パートナーNPO と協働して、きめ細やかに専門性をもって被災地ニーズに迅速に応える「パ

ートナー協働事業」を 4 月より継続しており、これまでに 21 団体と 23 事業を実施してきま

した。各事業は Civic Force のスタッフが緊密に連携して進めるほか、外部専門家によって

審査・モニタリング・評価され、それらの情報を随時ホームページで公開していきます。 
 

第Ⅰ期（緊急性高い被災地ニーズを専門性ある NPO が展開する支援事業） 

事業分野・テーマ 団体名 地域 期間 

外国人支援・女性支援 難民支援協会 岩手県他 2011/04～2011/06 

ボランティア派遣 国際交流 NGO ピースボート 宮城県 2011/04～2011/06 

ボランティア派遣 オン・ザ・ロード 宮城県 2011/04～2011/06 

福島被災犬救助 save the dog 福島県他 2011/04～2011/09 

岩手県後方支援拠点構築 被災地 NGO 協働センター 岩手県 2011/04～2011/04 

山形県後方支援拠点構築 生活ｸﾗﾌﾞやまがた生活協同組合 山形県 2011/04～2012/03 

心のケア NPO 愛知ネット 岩手県 2011/04～2012/03 

看護・介護、生活支援 災害看護支援機構 岩手県他 2011/05～2011/08 
 

第Ⅱ期（専門性・新規性があり、かつ地元の被災者コミュニティが参加する事業） 

事業分野・テーマ 団体名 地域 期間 

カーシェアリング運営 地域再生プロジェクト 宮城県 2011/05～2012/03 

音楽コンサート巡回 みんなのことば 岩手県他 2011/05～2012/01 

まちづくり復興支援 森は海の恋人 宮城県 2011/07～2012/06 

外国人支援、女性支援 難民支援協会 岩手県他 2011/07～2011/10 

被災犬シェルター設置 ジャパンドッグスタンダード 福島県他 2011/07～2011/12 

ボランティア派遣他 オン・ザ・ロード 宮城県 2011/07～2011/09 

トラウマケア 日本ﾄﾗｳﾏﾃｨｯｸｽﾄﾚｽ学会 岩手県他 2011/09～2012/03 

女性・外国人支援 全国女性ｼｪﾙﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ 福島県他 2011/10～2011/12 
 

第Ⅲ期（中長期的な視点をもつ地域復興のためのコミュニティ支援、まちづくり支援事業） 

事業分野・テーマ 団体名 地域 期間 

地域防災訓練 SONERS 宮城県他 2011/08～2011/09 

仮設住宅の孤立化防止 気仙沼復興協会（KRA） 宮城県 2011/10～2011/12 

まちづくり復興支援 
日本建築学会他／小泉地区明日

を考える会 
宮城県 2011/10～2011/12 

地域活性化 ネットワークオレンジ 宮城県 2011/10～2011/12 

コミュニティづくり支援 気仙沼ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄﾜｰｸ聖敬会 宮城県 2011/10～2011/12 

仮設住宅支援 戸倉復興支援団 宮城県 2011/12～2012/02 

復興共生住宅の運営強化 日本の森ﾊﾞｲｵﾏｽﾈｯﾄﾜｰｸ 宮城県 2012/01～2012/03 

 

産業復興支援事業（11年 5月～継続中） 

5 月から調査・分析を続けてきた新しいタイプの産業復興支援基金「一般財団法人東北共益

投資基金」を、12 月に正式設立しました。特定の企業の成功だけでなく、事業を通じて地域

のつながりを新生する新たな地場産業モデルを創出する“共益投資”事業です。Civic Force

が寄付金から 2 億円を拠出し、残り 3 億円を企業などからの新たな寄付により調達する計画

で、商品開発やマーケティング、販売促進などもサポートします。第 1 号案件は、宮城県・

雄勝の硯（すずり）生産販売協同組合の再起をサポートしています。http://kyoueki.jp/ 

http://kyoueki.jp/
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企業ボランティア派遣事業（11 年 8月～継続中） 

8 月から宮城県気仙沼市大島へ企業の社員ボランティアを派遣する事業を開始し、9 月からは

グローバル・コンパクト・ジャパンネットワークの被災地復興プログラムと協力し、のべ 9

社 284 人の社員が被災地を訪れました。毎月 3 回、5 泊６日の日程で、瓦礫撤去や写真洗浄

などの作業を行い、12 月にはこれまでの活動を振り返って今後の復興支援について考えるワ

ークショップを開催しました。1 月からは牡蠣養殖のためのいかだづくりなどを実施する予

定で、引き続き企業などの組織力や技術力を活かした支援活動を続けていく計画です。 

 

 

■ 東日本大震災支援活動の今後の展開 ■ 
 

これまでのご報告の中で、支援事業を 2012 年 3 月までに終了し、それに伴い東日本大震災向けの募金活動も

2011 年 12 月末で終了するとお知らせしていました。しかし、Civic Force では、日々変わりゆく被災地の状況

を勘案し、またこれまでの支援活動を通して継続またはさらに展開すべき事業の必要性を鑑みて、今後も東日

本大震災の被災地での復興に向けた支援活動の継続を決定しました。今後の活動の方針は、下記の通りです。

事業の詳細なスケジュールや執行額等については、随時皆さまにご報告させていただきます。引き続き、ご理

解・ご支援賜りますようお願い申し上げます。 
 

■基本方針 

災害支援のノウハウや企業・行政・ＮＰＯとのネットワークを活かして、被災地域の新しいまちづくりのため

の活動を行い、一日も早い復興を目指します。 
 

■活動骨子 

１）産業復興・地域活性化支援事業 

地域産業の中心を担っていた漁業・水産加工業が震災によって壊滅的な被害を受けたため、再開のめどが

つかず、他の仕事も見つからないため、被災地からの人口流出が課題となっています。被災地における雇

用創出や所得向上のために新産業の成長を支援することが急務となる中、Civic Force は、被災地発の特

産品開発や再生可能エネルギーの活用といった新しい事業の創出を助け、初動時の支援を実施します。継

続的な支援につながるよう、12 月に正式設立した東北共益投資基金と協力する予定です。 

２）自治体と連携した復興政策立案協力事業 

地域の持続的な発展を期するために革新的な政策立案・実施をするために、被災自治体は専門的見地から

の支援を求めています。Civic Force は、自治体や専門機関と連携しながら復興公営住宅や観光事業など

について調査を実施し、自治体に対する具体的な政策立案の支援を行っていきます。 

３）医療サービスへのアクセス改善事業 

従来から医師丌足だった東北の多くの地域では、震災で多くの病院や診療所が被災したため、震災後はさ

らに適切な受療が困難になっており、深刻な状況に陥っています。Civic Force は、特に医師丌足といっ

た医療状況が深刻な被災地域を特定し、救急搬送ヘリの導入など、適切で革新的な対処法を検討し、医療

サービスへのアクセス改善に向けて調査を行います。 

４）地域復興のためのＮＰＯパートナー協働事業 

被災地で活動する団体と協働し、復興に向けた地域主体の取り組みを応援します。特に仮設住宅でのコミ

ュニティ支援や、新しいまちづくりのための住民参加型勉強会の実施、高齢者や子どものケアなどそれぞ

れのパートナーＮＰＯの専門性や地域性を活かした事業を展開します。 
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■ 次の災害に備えて ■ 
 

災害はいつ、どこで起きるか分かりません。 

2009 年 1 月の創設以来、Civic Force は、企業・政府・

行政・地域と連携してプラットフォームを構築し、

災害時にかつてないスピードで質の高い支援を提供

するための準備を進めてきました。震災の翌日から

被災地入りして、支援活動を本格的に始動させられ

たのは、これまでの準備なくしては成し遂げられま

せんでした。 

Civic Force は、東日本大震災の被災地に向けた支援

活動と並行して、今回の経験を振り返り、次なる災

害に向けた準備を行っています。次の災害に向けた

“これまで”と“これから”をご報告します。 

 

■2011 年の活動概要 

１）企業連携の強化 

東日本大震災では、企業 140 社以上と連携して計

540 品目 380 トンもの支援物資を大量に調達・配

送しました。また 400 の法人から寄付付商品の販

売、コンサートやイベントの収益金や募金箱の設

置などを通じてのご寄付、資機材の無償貸不、ボ

ランティア派遣などでご協力いただきながら、現

在も被災地での復旧支援活動を続けています。 

２）防災訓練の実施 

2011 年は東京・旧元町小

学校で実施された順天堂

大学主催の体験型防災訓

練や静岡県袋井市の地域

防災訓練に参加しました。

災害発生を想定した訓練

では、家屋からの避難や住民同士の声がけ、避難

所での生活体験など実践的な訓練を実施。Civic 

Force は、家族用避難テント（エマージェンシーテ

ント）の設営・撤収の講習などを展開しました。 

３）防災意識の啓発 

10 月に東京・日比谷公園

で開催されたグローバル

フェスタや、12 月に東京

国際フォーラムで実施さ

れた被災地復興応援フェ

スタなどイベントに参加し、パネル展示や動画上

映などを通じて、被災地の現状や支援状況を伝え

るとともに、より多くの人が防災・減災への意識

を持てるよう啓発活動を続けています。 

■2012 年の基本指針（東日本大震災の経験から） 

Civic Force は、緊急支援体制の再構築と機能拡充の

ために、企業、行政、ＮＰＯや専門機関と連携した

災害時行動計画（コンテンジェンシープラン）を策

定して災害時に備えるとともに、住民参加型の訓練

などを通して災害に強い地域づくりを行います。 

 

■活動骨子 

１）即応体制の整備 

支援物資や資材の確保（備蓄）、物資配送のため

のヘリコプターやトラック手配を含むロジスティ

クスの確保、災害の影響で一般の通信ラインが閉

ざされる可能性が高いことを想定した衛星回線な

どの通信の確保、専門家や医療チームの編成等の

即応体制を構築するために企業、行政や専門機関

と行動計画を策定して即応出動訓練を実施します。 

２）パートナーとの連携による支援メニューの拡充 

災害時の避難所で必要となる食糧や生活用品など

の支援物資の供給、お風呂やトイレなどの確保、

医療・看護サービス、高齢者や妊婦、乳幼児、障

がい者などの社会的弱者や外国人のケアなどの対

応について企業や専門性のあるＮＰＯと協働して

支援プログラムを策定し、地域防災訓練を実施し

ます。 

３）減災のための取り組み 

災害時の行動規範や安否確認の方法などをパート

ナー企業にコンサルテーションします。また、パ

ートナーの行政やＮＰＯとともに地域防災訓練の

企画運営を行い、防災や減災への取り組みに協力

して被災を最小限にとどめることを目指します。 

 

■これらの活動に協力してください！ 

Civic Force の活動はパートナー企業、行政、ＮＰＯ

の参加が必須です。各種お問い合わせはこちらから

（http://civic-force.org/contact/）。また、活動を支

えるためのご支援をお願いします

（https://bokinchan.com/civicforce/）。 
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■ アジアの助け合いネットワークの構築 ■ 

 

Civic Force では、今後も起こりうるアジア太平洋地

域の災害において、「一刻も早く、一人でも多く救う」

ための即応体制として、各国の経済界、NGO などの

民間セクターが連携し資金と情報を迅速かつ効果的

に提供しあえる相互支援型の体制構築を目指して、

準備を進めています。2011 年の活動について報告し

ます。 

１）国際会議とアクションプラン 

2011 年 9 月、東京の国連

大学ビルにて 6 か国から

経済界のリーダーや

NGO のネットワークの

代表者が集う国際会議を

実施しました。会議では、東日本大震災の経験を

共有するとともに、相互に助け合うための具体的

な仕組みづくりについて意見交換し、2012 年 10

月に開催される第 5 回アジア災害削減閣僚級会議

（AMCDRR）の場で、「アジア太平洋災害支援プラ

ットフォーム」が正式設立する予定です。この事

業は、笹川平和財団の助成により実施しています。 

２）タイ水害支援 

2011 年 11 月、スタッフ

1 名を被災地タイに派遣

し、被災地の NGO と協力

して、北部パトゥンタニ

地方の約 3,622 世帯の自

宅避難者に対して、食糧および生活支援物資を配

布しました。この事業は、ジャパン・プラットフ

ォームの助成により実施しました。 

 

■ 財務・会計報告 ■ 

 

１）2011 年度の決算・事業報告を公開 

－監査法人からの助言も 

Civic Force の第三期（2010 年 9 月 1 日から 2011 年

8 月 31 日）の決算並びに事業報告書をホームページ

上で公開しました。併せて決算の解説文書も開示し

ました。具体的な数字については、ホームページか

ら各財務諸表をご覧ください。なお、4 月以降「マン

スリー・レポート」にて開示してきた東日本大震災

に関連する収支速報は、この決算と異なる期間と計

算方法にて計算されています。 

なお、決算作業と並行して、新日本有限責任監査法

人から「会計制度構築及び内部管理体制構築支援」

として助言をいただきました。 

Civic Force は、公益法人としてこれまでも税理士な

どの指導により適正な会計処理をしてきましたが、

新日本有限責任監査法人からの助言により、さらに

的確な会計処理を行い、より客観性の高い管理体制

を構築したことをご報告します。 

２）東日本大震災関連の寄付金執行状況 

11 月末日時点で、合計で約 11.8 億円のご寄付をい

ただいています。このうち、およそ 65％が個人、

35％が法人からのご寄付となっております。改め

て皆さまのご支援に厚く御礼申し上げます。11 月

末日現在の執行済み確定金額（速報値）をご報告

申し上げます。 
 

事 業 金 額 

緊急・復旧支援活動 5 億 3,486 万円 

緊急支援物資の調達・配送 2 億 3,253 万円 

生活改善のための風呂設営 1,879 万円 

離島へのカーフェリー就航 1,922 万円 

NPOﾊﾟｰﾄﾅｰ協働事業第1･2期 1 億 2,667 万円 

多目的・稼動型拠点の提供 6,787 万円 

漁場復旧支援*1 3,289 万円 

ボランティア受入用テント 3,688 万円 

復興支援活動 1,411 万円 

社員ボランティア派遣 88 万円 

NPO ﾊﾟｰﾄﾅｰ協働事業第 3 期 1,323 万円 

事業共通の諸経費*2 4,993 万円 

合計： 5 億 9,890 万円 
*1 前号までは「復興支援事業」の名称で記載 
*2 資金調達に関連する費用含む 
 

※毎月 11 日前後に発行しているマンスリー・レポート

は、http://civic-force.org/news/monthly/ からご覧い

ただけます。ホームページや twitter、YouTube などで

も活動状況や現地の様子を報告しています。 

 

@civicforce 
 

http://www.facebook.com/civicf

orce 
 

http://www.youtube.com/user/civi

cforceorg 

http://www.civic-force.org/
http://civic-force.org/news/monthly/

